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【方法１】 「課税区分」を変えて 

社長の手取りを最大化する！ 
 

 

報酬を後払いして「課税区分」を変える 

ご存知のとおり、国は税制改正で個人課税を強化しようとしています。そのせいで「給与所得控額」は

縮小して課税所得は増える一方です。そんな中、未だ手つかずの税制上の“聖域”があります。それが、

「１/２課税」の税制メリットを享受できる「退職所得」と「一時所得」です。つまり、「給与所得」を「退職所得」

と「一時所得」に変えることで手残りは増えるというわけです。 

 

 【「給与所得控除」の推移】 

 

【平成２７年度】  給与収入１,５００万円超 → 上限２４５万円 

【平成２８年度】  給与収入１,２００万円超 → 上限２３０万円 

【平成２９年度以降】  給与収入１,０００万円超 → 上限２２０万円 

 

■ 「会社」に残したお金を「退職所得」で受け取る方法 

これは報酬を後払いにして「退職所得」で受け取る方法です。釈迦に説法でしょうが、例えば役員報酬

の一部を、外部積立（生命保険など）で運用します。すると、「社長」にとっては積立期間中の税負担は「０

円」、社会保険料負担も「０円」になります。こうして運用した外部積立を最終的に「退職金」として受け取

れば後で「税」と「社会保険」の軽減分がそのまま“手取り増”となって返ってくるわけです。 

 

【役員退職金の税制メリットとは？】 

 

税法上の役員退職金の取り扱いを整理してみましょう。まず支払う側の【会社】です。退職金支給は損

金算入できますので、法人税の抑制効果があります。次にもらう側の【個人】です。社長は「退職所得控

除」が適用されて、それを上回る金額も「１/２課税」になります。 

 

さらに、退職金は「分離課税」であり、他の所得とは合算されないメリットがあります。このように退職金に

は他の所得にはない税制上のメリットがあります。また、報酬の一部を下げて、その分を外部積立に回せ

ば社会保険料の負担額も少なくなります。その点からも社長の生涯手取りを最大化させるために、報酬の

一部を外部積立して、最終的に「退職金」で受け取るシナリオが効果的なのです。 

 

【退職金税制】 

● 退職所得控除 ＝ ７０万円 ×（勤続年数－２０年）＋ ８００万円 
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● １/２課税 ＝ （退職にかかわる収入金額－退職所得） ÷ ２ 

● 分離課税 ＝ 他の所得と合算されない 

 

例えば、【退職金積み立て前】役員報酬１,２００万円と【退職金積み立て後】役員報酬６００万円＋退職

金積立６００万円とで社長と会社のコスト負担を比べてみましょう。１５年間で簡易計算してみます。 

 

【退職金積み立て前：役員報酬・年１,２００万円】 

 

 

【社長のコスト負担】 

総支給額１２,０００,０００円 － 手取支給額８,６２３,８５８円 ＝ 社長のコスト負担３,３７６,１４２円 ・・・Ａ 

 

【会社のコスト負担】 

法人社保１,３４２,３４２円 ・・・Ｂ 

 

【社長のコスト負担＋会社のコスト負担】 

∴ Ａ（社長のコスト負担） ＋ Ｂ（会社のコスト負担） ＝ 計４,７１８,４８４円 ・・・Ｃ 

 

【退職金積み立て後：役員報酬・年６００万円 ＋ 退職金積立・年６００万円】 
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【社長のコスト負担】 

総支給額６,０００,０００円 － 手取支給額４,６０２,１６４円 ＝ 社長のコスト負担１,３９７,８３６円 ・・・Ｄ 

 

【会社のコスト負担】 

法人社保８８１,３４０円 ・・・Ｅ 

 

【社長のコスト負担＋会社のコスト負担】 

∴ Ｄ（社長のコスト負担） ＋ Ｅ（会社のコスト負担） ＝ 計２,２７９,１７６円 ・・・Ｆ 

 

【退職金積み立て前】では社長と会社のコスト負担は４,７１８,４８４円になります。一方、【退職金積み立

て後】では社長と会社のコスト負担は２,２７９,１７６円です。その差額は２,４３９,３０８円になります。これが 15

年続けば累計で３６,５８９,６２０円（２,４３９,３０８円×１５年）です。 

 

∴ F － C ＝ 差額２,４３９,３０８円 

２,４３９,３０８円 × １５年 ＝ 累計３６,５８９,６２０円 

 

一方、１５年間は６００万円を外部積立に回していますので合計が６００万円×１５年＝９,０００万円です。

この 9,000万円を退職金で受け取ると税額は次のとおり、１,５９５.４万円になります。 

 

【退職所得の計算】 （※勤続３０年で計算） 

● 退職所得控除１,５００万円 ＝ ７０万円 ×（勤続年数３０年－２０年） ＋ ８００万円 

● 課税所得３,７５０万円 ＝ （９,０００万円－退職所得控除１,５００万円） × １/２ 

● 税額１,５９５.４万円 ＝ 課税所得３,７５０万円 × 所得税率４０％ － 所得控除２７９.６万円 

課税所得３,７５０万円 × 住民税率１０％ 

∴ 所得税＋住民税＝税額１,５９５.４万円 

 

１５年間のコスト負担の差額累計は３６,５８９,６２０円。これは手取り増加要因です。一方、退職所得税額

は１,５９５.４万円。これは手取り減少要因です。そこで、増加要因と減少要因を差引します。その結果、１５

年間６００万円を外部積立すると、「２,０６３.５万円」が手取り増になるわけです。 

 

∴ コスト負担の差額累計３,６５８.９万円 － 退職金税額１,５９５.４万円 ＝ 差額２,０６３.５万円 

 

ただし、役員報酬の一部を下げて退職金の積み立てに回すことは法人所得の増加につながります。こ

のままでは「法人税」で持って行かれてしまいます。そこで、積立分を経費で落として課税を繰り延べられ

る生命保険などを活用して「簿外で退職金を積み立てる」ことが重要な対策となるわけです。 

 

【簿外で退職金を積立てる２つの方法】 

 

簿外で退職金を積立てる方法には２つあります。ひとつは「経営セーフティ共済」（官製共済制度）、もう
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ひとつは「生命保険」（民間保険会社）です。両者のおもな違いは次のとおりです。 

 

経営セーフティ共済と生命保険の比較 

 

積立方法 経営セーフティ共済 生命保険 

保険料 月額５千円～２０万円 任意に設定可 

払込時課

税 
全額損金 

一部損金 

（全損タイプは１００％戻らない） 

解約時課

税 
全額益金 

一部益金 

（全損タイプでない場合） 

年払い 可 （年２４０万円まで） 可 （任意に設定可） 

積立限度 ８００万円 任意に設定可 

解約時期 
設定不要 

（４０ケ月以上で解約返戻率１００％） 

設定必要 

（商品により解約返戻率が下がる） 

貸付制度 
あり 

（連鎖倒産防止は掛金の１０倍） 

あり 

（解約返戻金の範囲内） 

 

やはり、コスパの点では「経営セーフティ共済」に軍配が上がります。しかし、「経営セーフティ共済」は

累計８００万円という積立限度額が決まっています。これでは「退職金積立原資」としては不足でしょう。よ

って、積立限度額の８００万円までは「経営セーフティ共済」に加入し、それを超える部分は「生命保険」で

準備するというのが合理的な選択肢の１つといえます。 

 

■ 「会社」に残したお金を「一時所得」で受け取る方法 

これは報酬を後払いにして「一時所得」で受け取る方法です。生命保険を活用した「名義変更プラン」

と呼ばれるものです。「名義変更プラン」とは逓増定期保険を使って法人から個人に低コストで資金移転

できるスキームです。外部積立期間中、「税」と「社会保険」の軽減効果があるのは退職金と同じです。 

 

【例】 年間保険料６００万円の「名義変更プラン」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

返戻率 0％ 
返戻率 4％ 

返戻率

10％ 

返戻率

20％ 

返戻率

95％ 

解約返戻金    0 万円      48 万円     180 万円      480 万円   2,850 万

円 解約返戻金   600 万円    600 万円     600 万円     600 万円    600 万円   , 

【会社】→【個人】に名義変更 

売却額＝時価評価 480 万円 

会社負担 個人負担 
解約 支払保険料 

1 年目 

2 年目 

3 年目 

4 年目 

5 年目 
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通常、「名義変更プラン」では契約者・受取人を「会社」、被保険者を「社長」にして１/２損金タイプの

“低解約返戻型・逓増定期保険”などに加入します。“低解約返戻金型”は一定期間の解約返戻金を抑え

てその後一気に上昇する保険商品です。その特質を利用して一気に上昇するタイミングを狙って「会社」

から「社長」に保険契約を名義変更します。こうすることで、【会社】と【個人】に税制メリットが生れます。 

 

【名義変更プランの税制メリットとは？】 

 

まず【会社】です。【外部積立後】は毎年６００万円の保険料を支払うことになります。支払保険料の１/２

は損金計上できます。これを 4年間支払った後、【会社】から【個人】に名義変更します。よって、保険料

支払総額は２,４００万円です。損金計上額は半分の１,２００万円になります。 

 

しかし、ここに名義変更時点の「売却損」として７２０万円がプラスされることになります。支払保険料総

額の半分１,２００万円は資産計上していましたが、【会社】から【個人】に名義変更した時点の売却額は４８

０万円だからです。よって、最終的には１,９２０万円が損金計上額ということになります。保険料支払総額

は２,４００万円に対して損金計上は１,９２０万円ですから【会社】は保険料の８０％を損金計上できたことに

なります。 

 

【会社】 
支払保険料 保険料損金 売却損 損金合計 

２,４００万円 １,２００万円 ７２０万円 １９２０万円 

 

一方、【個人】です。【会社】から【個人】に名義変更したときに保険契約を買い取ります。買取金額は解

約返戻金の時価評価ですから４８０万円です。その後、１年分だけ【個人】で保険料を負担し５年目の解

約返戻金が一気に上昇するタイミングで解約します。すると、【個人】では１,０８０万円しか支払っていない

のに２,８５０万円の解約返戻金が受け取れるというロジックです。 

 

【個人】 
買取金額 支払保険料 支出合計 解約返戻金 

４８０万円 ６００万円 １,０８０万円 ２,８５０万円 

 

当然、【会社】から【個人】に名義変更したときには【個人】に課税があります。しかし、その課税区分は

「一時所得」であり、基礎控除５０万円があるうえに「１/２課税」の恩典も受けられます。すなわち、この税制

メリットがそっくりそのまま社長の手取りを増やす効果につながるわけです。ここが「名義変更プラン」のひ

とつのキモになります。 

 

【一時所得税制】 

● 基礎控除 ＝ ５０万円 

● １/２課税 ＝ （収入金額－その収入を得るために支出した金額） ÷ ２ 

● 総合課税 ＝ 他の所得と合算される 

 

例えば、【名義変更プラン加入前】役員報酬１,２００万円と【名義変更プラン加入後】役員報酬６００万円
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＋名義変更プラン６００万円とで【社長】と【会社】のコストを比べてみましょう。ここでは【社長】と【会社】のト

ータルコスト（どちらが払うか）は変わらないので、名義変更時に支払う【社長】が支払う「買取金額４８０万

円」と「５年目支払保険料６００万円」は考慮しないことにします。５年間で簡易計算してみます。 

 

【名義変更プラン加入前：役員報酬・年１,２００万円】 

 

 

 

【社長のコスト負担】 

総支給額１２,０００,０００円 － 手取支給額８,６２３,８５８円 ＝ 社長のコスト負担３,３７６,１４２円 ・・・Ａ 

 

【会社のコスト負担】 

法人社保１,３４２,３４２円 ・・・Ｂ 

 

【社長のコスト負担＋会社のコスト負担】 

∴ Ａ（社長のコスト負担）＋ Ｂ（会社のコスト負担） ＝ 計４,７１８,４８４円 ・・・Ｃ 

 

【名義変更プラン加入後：役員報酬６００万円＋名義変更プラン６００万円】 
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【社長のコスト負担】 

総支給額６,０００,０００円 － 手取支給額４,６０２,１６４円 ＝ 社長のコスト負担１,３９７,８３６円 ・・・Ｄ 

 

【会社のコスト負担】 

法人社保８８１,３４０円 ・・・Ｅ 

 

【社長のコスト負担＋会社のコスト負担】 

∴ Ｄ（社長のコスト負担）＋ Ｅ（会社のコスト負担）＝ 計２,２７９,１７６円 ・・・Ｆ 

（※計算を簡略化するため５年目の一時所得は考慮しない） 

 

【名義変更プラン加入前】ではでは社長と会社のコスト負担は４,７１８,４８４円になります。一方、【名義変

更プラン加入後】では社長と会社のコスト負担は２,２７９,１７６円です。その差額は２,４３９,３０８円になりま

す。これが 5年続けば累計で１２,１９６,５４０円（２,４３９,３０８円×５年）です。 

 

∴ Ｆ － Ｃ ＝ 差額２,４３９,３０８円 

２,４３９,３０８円 × ５年 ＝ 累計１２,１９６,５４０円 

 

一方、５年間の「名義変更プラン」の解約返戻金は「２,８５０万円」です。この「２,８５０万円」を【個人】が

一時所得で受け取ると税額は３７０万円になります。また、「名義変更プラン」の５年目の返戻率は９５％な

ので５％分キャッシュが目減りしています。その分が３,０００万円－２,８５０万円＝１５０万円です。 

 

【一時所得の計算】 （※一時所得は総合課税につき所得控除はゼロ・税率４３％で計算） 

● 収入を得るための支出合計１,０８０万円 ＝ 買取金額４８０万円 ＋ ５年目の保険料６００万円 

● 一時所得８６０万円 ＝ ２,８５０万円 －（支出合計１,０８０万円＋基礎控除５０万円） × １/２ 

● 税額３７０万円 ＝ 課税所得８６０万円 × 税率４３％（所得税・住民税） 

 

５年間のコスト負担の差額１２,１９６,５４０円。これは手取り増加要因です。「名義変更プラン」に伴う一時

所得税額は３７０万円。「名義変更プラン」のキャッシュ目減り分が１５０万円。この２つは手取り減少要因で

す。そこで、増加要因と減少要因を差引します。その結果、５年間、「名義変更プラン」に加入すると、「６９

９万円」が手取り増になるわけです。 

 

∴ コスト負担差額１２,１９６,５４０円 －（一時所得税額３７０万円＋目減り分１５０万円） ＝ ６９９万円 

 

ただし、「名義変更プラン」は税務リスクを伴うプランです。【会社】から【個人】への“名義変更の合理的

理由”を用意できないと、税務署から同族会社の行為計算の否認を指摘され、損金否認＆役員賞与課税

されるリスクがあります。従って、その辺りをうまくケアしたうえで「名義変更プラン」を導入することがポイン

トです。生命保険を活用した「退職金プラン」、生命保険を活用した「名義変更プラン」で手取りの最大化

をご検討なら別途ご相談ください。【とっておきのプラン】をご提案させていただきます。 
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【手取り最大化コンサルティング】 

 事前診断受付中！ 

 

 

あなたの場合はいくら手取りが増えるのか？  

 

最後までレポートをお読みいただきまして、ありがとうございました。オーナー社長であれば誰もが手元

に残るキャッシュを増やしたいと考えているのではないでしょうか。なぜなら、会社に何かあったとき最終

的に頼りになるのは“社長個人の財産”だからです。 

 

通常、社長の「手取り」を増やすには報酬を上げるしかありません。しかし、報酬を上げれば、そこには

「税金」と「社会保険料」の高額な負担が待っています。国は「給与所得控除」の縮小などで個人課税を強

化していますし、社会保険料も３１.５％（労使合計）の負担割合になります。ゆえに、今後ますます「稼い

でもお金が残らない・・・」という状況が続きます。 

 

そこで、どうするか？ 

ぜひこのレポートに書かれた方法を検討してみてください。このレポートはまさに「稼いでもお金が残ら

ない・・・」という社長のために、私どものコンサルティング手法の一部を公開したものです。私どもは「税

金」と「社会保険」のプロとして、あなたの手取りを最大化するお手伝いをしたいと考えています。 

 

その第一歩として、まずは完全無料で「あなたの場合はいくら手取りが増えるのか？」を事前診断させ

ていただけないでしょうか。診断結果はレポート形式で分かりやすく作成された私どもオリジナルの【社長

の手取り最大化シミュレーション】でお知らせします。論より証拠です。実際、私どものコンサルティングで

「手取りがどう増えるのか？」を【社長の手取り最大化シミュレーション】で見ていただきましょう。 

 

 

無料 
完全 
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これは、役員報酬９００ 万円の社長のケースです。ご覧のとおり、【対策前】と【対策後】とでは社長の手

取りは「年額１,７０５,７１０円」アップしています。５年間でみると「累計８,５２８,５４８円」です。一方、会社に

しても法人負担分が「年間３０１,６０２円」減少しています。５年間でみると「累計１,５０８,００８円」です。すな

わち、社長、会社ともに手元に残るキャッシュは増えているわけです。その額は「年額２,００７,３１１円」、５

年間でみると「累計１０,０３６,５５６円」にもなります。 

 

いかがでしょうか？ 

このケースと同じように、あなたの手取りも“年間百万単位”で増やせるかもしれません。ただし、手取り

増加効果（増加額）は人によって異なります。現在の報酬金額やその他の条件によって手取り増加効果

は大きく変わってくるからです。従いまして、「あなたの場合はいくら手取りが増えるのか？」をご報告させ

ていただくために、まずは事前診断をご利用いただきたいのです。 

 

その結果をもとに、私どもコンサルティングを導入するかをご検討ください。私どものコンサルティングに

は初期費用は一切かかりません。報酬については実際にあなたが私どものコンサルティングを導入いた

だき、その効果を検証していただいた場合のみ発生します。それ以外の費用（事前診断費、資料作成

費、交通費など）は何もかも不要です。 

 

【手元キャッシュ最大化コンサルティング｜導入までの流れ】 
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私どもの目的はあなたと会社の手元に残るキャッシュを最大化することです。そのお手伝いをすること

で報酬をいただいております。従って、事前診断の結果、「効果が期待できない」と分かれば、大変申し

訳ないのですが、逆に今回のご提案はなかったことにさせてください。あなたにとって「大きな効果が期待

できる」場合に限り、ご提案させていただきます。 

 

■ 私どもからご提案はいたってシンプルです！ 

私どもからのご提案はシンプルです。私どもでは書面上の手続きだけで、社長と会社の手元に残るキャ

ッシュを最大化するコンサルティングをご案内しております。うまくすれば百万単位で手元キャッシュを増

やせるかもしれません。以下の「ヒアリングシート」で事前診断できるのですが、いかがでしょうか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もしあなたの答えが「興味アリ」であれば、今すぐ同封の「ヒアリングシート」をご返送ください。あなたに

デメリットもリスクもなし、あるのはコンサル実行後に増える“キャッシュ”だけです。しかも、そのメリットを享

受するために必要なのは、たったひと言、あなたが「と・り・あ・え・ず」とおっしゃって、、、 

 

《 同封の「ヒアリングシート」を私どもにＦＡＸしていただくことです 》 

 

ぜひあなたも手元に残るキャッシュを最大化されて、有効な事業活動やプライベートにお役立てくださ

い。あなたから「ヒアリングシート」が届くのを、こころよりお待ちしております。 

 

 

（ここまで完全無料です） 

 

社長の手取り最大化 

シミュレーションお申込み 

「ヒアリングシート」をご記入 

のうえ FAX にてご返信 

社長の手取り増加額及び 

導入効果をご報告 

「経済効果アリ」との判断 

なら詳細説明の訪問 

シミュレーション 手元キャッシュ最大化 

コンサルのご提案 の結果報告 
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